
様式第１号（第４条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業に係る事前相談書

年 月 日

長久手市長 殿

住 所

（ふりがな）

申請者氏名

電 話 （ ）

下記住宅の耐震診断費補助を受けたいので、長久手市非木造共同住宅耐震改

修促進事業補助金交付要綱第４条第１項の規定により必要書類を添えて事前相

談を申し込みます。

記

※（ ）内は、該当するものに○をつけてください。

添付書類（次のいずれかを添付すること。）

１ 建築確認通知書又は検査済証の写し

２ 固定資産評価証明書（家屋）の写し

３ 課税台帳登録事項証明書（所在証明・未登記家屋登記用）の写し

４ 建物の登記事項証明書の写し

建物名称

所 在 地 長久手市

形 態 （ 賃貸 ・ 分譲 ） 戸

構 造 （ 鉄筋コンクリート造・鉄骨造・鉄骨鉄筋コンクリート造 ）

規 模 地上 階、地下 階、延べ面積 ㎡

建築時期 昭和 年 月

備考



様式第２号（第５条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業に係る事業計画書

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

（ふりがな）

氏 名

電 話 （ ）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業の適用を受けたいので、長久手市

非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により下

記のとおり関係書類を添えて提出いたします。

記

１ 建築物及び敷地に関する事項

補助事業の名称 □耐震改修設計費補助事業 □耐震改修工事費補助事業

建 物 名 称

所 在 地 長久手市

地 区 面 積
㎡

敷地面積

㎡

敷地に接する道路面積の 1/2

㎡

用 途 地 域 防火地域 □防火 □準防火 □指定無

指 定 容 積 率 ％ 道 路 幅 員 ｍ

延 べ 面 積 ㎡ 容積対象床面積 ㎡

建 築 面 積
㎡

階 数 地上 階 地下 階

構 造 □耐火建築物 □準耐火建築物（ 造 一部 造）

形 態 （ 分譲 ・ 賃貸 ） 住宅戸数 戸 その他戸数 戸

履 歴

建築確認 □新築 年 月 日付第 号□増築等 年 月 日付第 号

検査済証 年 月 日付第 号 年 月 日付第 号



２ 非木造共同住宅の耐震事業の内容

⑴ 耐震事業の要件

⑵ 耐震事業の内容

耐震改修促進法の認定 年 月 日 認定予定

地 域 用 件

□市域内のＤＩＤ地区の区域

□地域防災計画に位置づけられた避難地、避難路又は緊急輸送道路に面する区域

□上記区域以外

周 辺 市 街 地 と の 関 係 □倒壊した場合に周辺市街地に与える影響が大きい

用 途 別 床 面 積
住 宅 その他( )

㎡ ㎡

区 分 所 有 者 等
□区分所有権者又は賃借権者で、転貸していない者の合計が 10 人以上

□上記以外

そ の 他 特 記 事 項

柱･壁等の改修 部位 箇所数等 補強・増設･改善等の概要

補 強

□柱

□壁

□梁

□その他

（ ）

本

ｍ

本

増 設

□柱

□壁

□梁

□その他

（ ）

本

ｍ

本

構造耐力上主要

な部分の改修

配置の状況

靭性を持つための措置

接合部の措置

基礎の状況

錆止め、防腐、防蟻

のための措置

その他

非構造体､建築設備等

の改修(支持構造部と

の緊結方法)

屋根葺き材等、 屋上水槽、

煙突、給水･排水等の配管

設備、冷却塔設備

エレベーターの補強 箇所

その他



３ 事業全体の資金計画 (単位:千円)

消費税を含み、千円未満は切り捨てとしてください。

４ 事業工程表 事業の着手の予定年月日 年 月 日

事業の完了の予定年月日 年 月 日

事業全体について、棒状で表してください。

年度

項目

年 度 年 度 年 度

４ ６ ８ 10 12 ２ ４ ６ ８ 10 12 ２ ４ ６ ８ 10 12 ２

項 目 全体金額 当初年度 次年度 ３年目以降 備 考

支

出

①

②

③

④借入金利子

⑤事務費

⑥その他 ( )

①～⑥合計

収

入

①補助金

②権利者自己負担金

③借入金

④その他

①～④合計



（第 1 面）

様式第４号（第７条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付申請書

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電 話 （ ）

補助金の交付を受けたいので、長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補

助金交付要綱（以下「本要綱」といいます。）第７条第１項の規定により下記

のとおり関係書類を添えて申請します。

この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。又、本要

綱を遵守します。

記

（注）対象経費の額は、補助対象建築物の補助事業に要する経費で見積書の額

です。

補 助 事 業 の 名 称

□ 耐震診断費補助事業

□ 耐震改修設計費補助事業

□ 耐震改修工事費補助事業

補助事業の着手予定日 年 月 日

補助事業の完了予定日 年 月 日

対 象 経 費 の 額 円

交 付 申 請 額 円



（第２面）

補助対象建築物の概要

耐震診断者（耐震診断）、設計者（耐震改修設計）、請負業者（耐震改修工事）

建物名称

所 在 地

形 態 （ 賃貸 ・ 分譲 ）

戸 数 住宅戸数 戸 住宅以外の戸数 戸 合計 戸

構 造
鉄筋コンクリート造・鉄骨造・鉄骨鉄筋コンクリート造・その他（ ）

（ 耐火建築物 ・ 準耐火建築物）

階 数 地上 階、地下 階

面 積

延べ面積 ㎡

住宅部分の床面積 ㎡

住宅以外の床面積 ㎡

建築時期 昭和 年 月（ 着工 ・ 完成 ）

会 社 名

氏 名

所 在 地

電 話 番 号 （ ）

建設業の許可 ( )第 号

事 務 所 名 称

氏 名

所 在 地

電 話 番 号 （ ）

事務所登録番号

及び登録年月日

知事登録番号第 号

年 月 日登録

建 築 士 氏 名

建築士登録番号 級建築士 第 号



様式第５号（第７条関係、第１２条関係）

申請書別紙

１ 耐震事業に関する事業費算出内訳 （単位：千円）

（注 1）項目は、建築設計、耐震改修工事の別を記載すること。
（注 2）変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（ ）書きすること。
（注 3）補助率は、耐震改修設計３分の２以内、耐震改修工事３分の２以内とすること。
（注 4）事業費内訳については、別紙記載とし添付すること。

２ 耐震改修設計費

３ 耐震改修工事費の内訳

項 目
補助対象
延べ面積

当該事業に
要する費用

補助対象
事業費 補助率 交付申請額

㎡

今回交付申請額

既交付決定額

変更増減額

敷地面積 建築面積 延べ面積
建築費
単価

耐震改修
工事費

設計料率 事業費

㎡ ㎡ ㎡ 千円／㎡ 千円 ％ 千円

合 計

建築延べ面積（A） ㎡

事業費限度額単価（B） 大規模共同住宅 50,200 円／㎡
小規模共同住宅 34,100 円／㎡

補助対象事業費限度額（C）C＝A×B 円

耐震改修工事費（D） 円

補助対象事業費（E）C＞D のとき D
C≦D のとき C 円

補助基本額（F）E×０．２３ 円

当該年度の耐震改修工事事業費（G） 円

当該年度の補助基本額（H）F×G／D 円

当該年度の補助申請額（ I）H×２／３ 千円



様式第７号（第９条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業着手届

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電 話 （ ）

年 月 日付け 第 号により交付決定通知のありました

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり着手しまし

たので、長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第９条第１

項の規定により届け出ます。

記

補助事業の名称

□ 耐震診断費補助事業

□ 耐震改修設計費補助事業

□ 耐震改修工事費補助事業

建 物 名 称

所 在 地 長久手市

氏 名

着 手 日

完 了 予 定 日



様式第８号（第１１条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業中間検査申請書

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電 話 （ ）

年 月 日付け 第 号により交付決定通知のありました

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり中間検査を

受けたいので、長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第１

１条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。

記

補助事業の名称 耐震改修工事費補助事業

建 物 名 称

所 在 地 長久手市

氏 名

検 査 内 容

検 査 予 定 日 年 月 日



様式第９号（第１２条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付変更申請書

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電 話 （ ）

年 月 日付け 第 号により交付決定通知のありました

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり内容を変更

したいので、長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第１２

条第１項の規定により関係書類を添えて提出します。

記

補助事業の名称

□ 耐震診断費補助事業

□ 耐震改修設計費補助事業

□ 耐震改修工事費補助事業

建 物 名 称

所 在 地 長久手市

氏 名

変 更 の 理 由

変 更 の 場 合

そ の 内 容

補 助 金 交 付

申 請 額

（交付決定額 金 円）

交付変更申請額 金 円



様式第１０号（第１２条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業変更届

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電 話 （ ）

年 月 日付け 第 号により交付決定通知のありました

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり内容を変更

したいので、長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第１２

条第１項の規定により関係書類を添えて提出します。

記

補助事業の名称

□ 耐震診断費補助事業

□ 耐震改修設計費補助事業

□ 耐震改修工事費補助事業

所 在 地 長久手市

氏 名

変 更 の 理 由

変 更 の 場 合

そ の 内 容



様式第１２号（第１３条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業取下げ（中止）届

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電 話 （ ）

年 月 日付け 第 号により交付決定通知のありました

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり（取下げ・

中止）したいので、長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱

第１３条第１項の規定により届けます。

記

補助事業の名称

□ 耐震診断費補助事業

□ 耐震改修設計費補助事業

□ 耐震改修工事費補助事業

建 物 名 称

所 在 地 長久手市

氏 名

取下げ・中止の

理 由

（中止の場合）

中 止 の 期 間 及

び 再 開 の 時 期



様式第１３号（第１５条関係）

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業完了実績報告書

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住 所

氏 名

電 話 （ ）

年 月 日付け 第 号により交付決定通知のありました

長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業について、下記のとおり完了しまし

たので、長久手市非木造共同住宅耐震改修促進事業補助金交付要綱第１５条第

１項の規定により関係書類を添えて報告します。

記

補助事業の名称

□ 耐震診断費補助事業

□ 耐震改修設計費補助事業

□ 耐震改修工事費補助事業

建 物 名 称

所 在 地 長久手市

氏 名

完 了 年 月 日 年 月 日



様式第１４号（第１５条関係）

耐震診断結果報告概要書

耐震診断内容の確認

耐震診断の内容は、妥当であると判断しました。

資 格 （ ）建築士 （ ）登録第 号

氏名

建築士事務所名（ ）事務所（ ）知事登録 号

建設業許可 （ ）第 号

建 物 概 要

名称

用途・形態 （ 賃貸 ・ 分譲 ）住宅 戸

構造

規模 地上 階、地下 階、延べ面積 ㎡

建築年 昭和 年 月

構造部材強度

（コンクリート、鉄筋、鉄骨、杭耐力、地耐力その他）

耐震診断の方針

建築物の性質

診断結果の概要

総 合 所 見



様式第１６号（第１８条関係）

請 求 書

年 月 日

長久手市長 殿

申請者

住所

氏名（法人名、代表者氏名）

印

下記のとおり補助金を請求します。

記

１ 補 助 対 象

２ 支払請求額

３ 振込先

建物名称

所在地 長久手市

氏 名

金融機関名

銀行 本店(出張所)

金庫 支店

農協 支所

預金の種類 普通 ・ 当座 （該当を〇で囲む。）

口座番号

フリガナ

口座名義人

金 額
千 百 十 万 千 百 十 円


